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４．住宅施策の方針 

４-１. 住宅施策の目標 

４-１-１. 基本理念 

伊達の魅力(温暖な気候＆適度な都市規模)を活かした 

住みよい居住環境の形成 

北の湘南とも称される温暖な気候、生活利便施設、公共公益施設が整った人口３万５千人程

度（2015（平成 27）年国勢調査）の適度な都市規模、ＪＲ伊達紋別駅(特急停車駅)、高速道路

(伊達ＩＣ)、主要国道が通る交通利便性の高さなどの伊達の魅力を活かして、高齢者から若者、

子育て世代までの多様な世帯が安心して暮らし続けられる、あるいは移り住みたくなるような

住みよい居住環境を形成していくことを住宅施策の基本理念とする。 

 

４-１-２. 基本目標 
①少子高齢化社会に対応した安心住宅・住環境づくり 

高齢者世帯の増加に対応して、自宅で暮らし続けたい、共同住宅などで支援を受けながら暮

らしたいなどさまざまなニーズに応じた住宅の提供を図ることで、伊達市に安心して住み続け

られる住宅・住環境づくりをすすめる。 

一方で、少子化が進む中、子どもを安心して産み育てることができる環境づくりや、子ども

の安心・安全な居場所を確保していくことは本市の大きな課題となっていることから、子育て

世帯に対してニーズに応じた住宅・住環境づくりや子育て支援サービスの提供を進める。 

また、これまで住宅セーフティネットの中核を担ってきた公営住宅等の供給に加え、民間事

業者等との連携のもと、多様化するニーズに応じた住宅セーフティネットの形成に努める。 

②まちなかの魅力づくりと連携した住まいの提供 

商店や病院、公共公益施設など日常の生活を支える利便施設が充実したまちなかに歩いてア

クセスできる範囲に、高齢者や子育て世代などの交通弱者に対応した住まいの提供を図る。 

また、高齢者や子育て世代など誰もが利用しやすいまちなかとなるよう、バリアフリー化や

憩いの空間づくりなどの魅力づけを図るとともに、市街地周辺の住宅地とまちなかを結ぶライ

フモビリティサービスの充実など、高齢者の生活の足の確保を図る。 

③伊達の魅力を活かした新たな住まいの提供と移住・定住の推進 

伊達市に住み続ける定住者層と伊達市への移住を考えている人々に対して、伊達市の魅力で

ある自然環境と温暖な気候、都市の利便性などを活かした住宅、住宅地の供給を図るとともに、

情報提供など移住・定住を支援する仕組みづくりを今後も推進する。 
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４-２.  住宅供給フレーム 

４-２-１. 将来人口の推計 
伊達市の将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所(以下、社人研)の推計によると注１)、

今後も減少傾向を示し、2030（令和 12）年に29,882人、2045（令和 27）年に23,819 人となり、

2015（平成 27）年の人口（34,995人）と比べて約11,000人程度減少することが予測されてい

る。 

また、伊達地域と大滝区の将来人口を推計すると注２)、2045（令和 27）年には、伊達地域が

23,069 人、大滝区が750人となり、それぞれ 2015（平成 27）年の人口の68.6％、54.7％の水

準となり、伊達地域に比べ大滝区の人口減少割合が大きくなることが予測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４－１ 伊達市の将来人口推計 

資料：社人研「日本の地域別将来推計人口」(2018（平成 30）年３月推計) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４－２ 伊達地域・大滝区の人口増減率（2015（平成 27）年比）の推計値 

 

注１）2015（平成 27）年度に策定された伊達市人口ビジョンでは、2013（平成 25）年３月公表の社人研推計値

を基準にしているが、2018（平成 30）年３月に新たな社人研推計値が公表されたため、この数値を記載

している。 

注２）伊達地域と大滝区の人口推計の方法：国土技術政策総合研究所「将来人口・世帯予測ツールV2(2015（平

成 27）年国調対応版)」を用いた計算結果を加工して作成した。社人研の地域別将来推計人口で使用さ

れている仮定値「純移動率」「子ども女性比」「０－４歳比」を用いて、コーホート要因法による将来人

口予測を行った。 
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４-２-２. 将来の一般世帯数の推計 
住宅供給フレームの検討にあたっては、「住宅に住む一般世帯」の世帯数の推計が必要になる。 

そのため、国土交通省の「ストック推計プログラム」を用いて伊達地域と大滝区の 2045（令

和 27）年までの一般世帯数の推計を行った。 

伊達地域の一般世帯数は今後も減少を続け、2045（令和 27）年には 10,971 世帯となる。大

滝区の一般世帯数は2025（令和７）年までは横ばい傾向で推移するが、その後減少し、2045（令

和 27）年には 415世帯となる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

図 ４－３ 伊達地域・大滝区の一般世帯数の推計 

資料：国土交通省「ストック推計プログラム」を用いて作成  
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４-２-３. 所有関係別住宅供給フレームの検討 
①所有関係別世帯数 

一般世帯数の推計結果を受けて、過去の国勢調査の住宅所有関係別世帯の割合をもとに、将

来の所有関係別世帯を推計する。 

なお、推計にあたっては、公営の借家に居住する世帯の割合が伊達地域と大滝区で大きく異

なるため、それぞれに分けて推計を行った。 

表 ４－１ 所有関係別世帯数の推計（伊達市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ４－２ 所有関係別世帯数の推計（伊達地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ４－３ 所有関係別世帯数の推計（大滝区） 
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②所有関係別世帯数の推計方法 

主世帯数、持ち家世帯数、民営借家世帯数、給与住宅世帯数については、「関数式のあてはめ」

により推計を行った。Ｘを西暦、Ｙを主世帯率、持ち家世帯比率、民営借家世帯比率、給与住

宅世帯比率とし、1995（平成７）年～2015（平成 27）年までの国勢調査の値を４種類の関数（直

線式、対数式、累乗式、指数式）にあてはめることにより、2020（令和２）年～2045（令和 27）

年までの将来の数値を推計した。 

次に、推計値の妥当性や決定関数をもとに、どの関数による推計値を採用するかを判断した。 

公的借家世帯比率については、算出した主世帯数から、持ち家世帯数、民営借家世帯数、給

与住宅世帯数を差し引いて算出した。 

  



38 

i）伊達市の推計方法 

【主世帯率】 

決定係数は直線式が最も高いが、主世帯率は増減を繰り返しており、将来的には主世帯率は

鈍化するとして、対数式及び累乗式のうち決定係数の高い対数式を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【持ち家世帯の比率】 

決定係数の最も高い対数式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【民間借家世帯の比率】 

決定係数の最も高い累乗式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【給与住宅世帯の比率】 

決定係数の最も高い対数式による推計値を採用した。 

 

 

  

式 係数a 定数項b 2020 2025 2029 2030 2035 2040 2045
Ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11

直線式 y=ax+b 0.002 0.967 0.1199 0.976 0.978 0.979 0.980 0.981 0.983 0.984
対数式 y=alogx+b 0.003 0.969 0.0634 0.974 0.974 0.975 0.975 0.975 0.975 0.976
累乗式 y=ax^b 0.969 0.003 0.0630 0.974 0.974 0.975 0.975 0.975 0.975 0.976
指数式 y=a exp(bx) 0.967 0.002 0.1195 0.976 0.978 0.979 0.980 0.981 0.983 0.984

推計値推計式 決定
係数

式 係数a 定数項b 2020 2025 2029 2030 2035 2040 2045
Ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11

直線式 y=ax+b -0.001 0.662 0.0491 0.658 0.657 0.656 0.656 0.655 0.654 0.653
対数式 y=alogx+b -0.004 0.664 0.1715 0.657 0.656 0.656 0.656 0.655 0.655 0.655
累乗式 y=ax^b 0.664 -0.006 0.1713 0.657 0.656 0.656 0.656 0.655 0.655 0.655
指数式 y=a exp(bx) 0.662 -0.001 0.0491 0.658 0.657 0.656 0.656 0.655 0.654 0.653

推計値推計式 決定
係数

式 係数a 定数項b 2020 2025 2029 2030 2035 2040 2045
Ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11
直線式 y=ax+b 0.011 0.199 0.8203 0.263 0.274 0.283 0.285 0.296 0.307 0.317
対数式 y=alogx+b 0.028 0.204 0.9146 0.255 0.259 0.262 0.263 0.266 0.269 0.272
累乗式 y=ax^b 0.204 0.126 0.9202 0.256 0.261 0.265 0.265 0.269 0.273 0.276
指数式 y=a exp(bx) 0.200 0.048 0.8194 0.266 0.279 0.290 0.293 0.307 0.322 0.338

推計値推計式 決定
係数

式 係数a 定数項b 2020 2025 2029 2030 2035 2040 2045
Ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11
直線式 y=ax+b -0.006 0.057 0.9394 0.018 0.012 0.007 0.005 -0.001 -0.008 -0.014
対数式 y=alogx+b -0.017 0.054 0.9969 0.024 0.021 0.019 0.019 0.017 0.015 0.014
累乗式 y=ax^b 0.055 -0.423 0.9879 0.026 0.024 0.023 0.023 0.022 0.021 0.020
指数式 y=a exp(bx) 0.061 -0.169 0.9733 0.022 0.019 0.016 0.016 0.013 0.011 0.009

推計値推計式 決定
係数
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ii）伊達地域の算出方法 

【主世帯率】 

決定係数は直線式が最も高いが、主世帯率は増減を繰り返しており、将来的には主世帯率は

鈍化するとして、対数式及び累乗式のうち決定係数の高い対数式を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【持ち家世帯の比率】 

決定係数の最も高い対数式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【民間借家世帯の比率】 

決定係数の最も高い累乗式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【給与住宅世帯の比率】 

決定係数の最も高い対数式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

式 係数a 定数項b 2020 2025 2029 2030 2035 2040 2045
ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11
直線式 y=ax+b 0.0020 0.9690 0.1517 0.981 0.983 0.983 0.985 0.987 0.989 0.991
対数式 y=alogx+b 0.0040 0.9712 0.0982 0.978 0.979 0.979 0.979 0.980 0.980 0.981
累乗式 y=ax^b 0.9712 0.0040 0.0976 0.978 0.979 0.979 0.979 0.980 0.980 0.981
指数式 y=a exp(bx) 0.9690 0.0020 0.1513 0.981 0.983 0.983 0.985 0.987 0.989 0.991

決定
係数

推計値推計式

式 係数a 定数項b 2020 2025 2029 2030 2035 2040 2045
ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11
直線式 y=ax+b -0.0019 0.6725 0.2090 0.661 0.659 0.659 0.657 0.656 0.654 0.652
対数式 y=alogx+b -0.0063 0.6729 0.3841 0.662 0.661 0.661 0.660 0.659 0.658 0.658
累乗式 y=ax^b 0.6729 -0.0095 0.3824 0.662 0.661 0.661 0.660 0.659 0.658 0.658
指数式 y=a exp(bx) 0.6725 -0.0028 0.2080 0.661 0.659 0.659 0.658 0.656 0.654 0.652

決定
係数

推計式 推計値

式 係数a 定数項b 2020 2025 2029 2030 2035 2040 2045
ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11
直線式 y=ax+b 0.010 0.209 0.7824 0.270 0.280 0.288 0.290 0.300 0.310 0.320
対数式 y=alogx+b 0.027 0.213 0.8909 0.262 0.266 0.269 0.269 0.273 0.275 0.278
累乗式 y=ax^b 0.213 0.116 0.8976 0.263 0.267 0.271 0.272 0.275 0.279 0.282
指数式 y=a exp(bx) 0.209 0.044 0.7839 0.272 0.284 0.294 0.297 0.310 0.323 0.338

決定
係数

推計値推計式

式 係数a 定数項b 2020 2025 2029 2030 2035 2040 2045
ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11
直線式 y=ax+b -0.006 0.055 0.9489 0.018 0.011 0.006 0.005 -0.001 -0.008 -0.014
対数式 y=alogx+b -0.016 0.052 0.9996 0.023 0.021 0.019 0.019 0.017 0.015 0.013
累乗式 y=ax^b 0.053 -0.425 0.9882 0.025 0.023 0.022 0.022 0.021 0.020 0.019
指数式 y=a exp(bx) 0.059 -0.170 0.9838 0.021 0.018 0.016 0.015 0.013 0.011 0.009

決定
係数

推計値推計式
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iii）大滝区の推計方法 

【主世帯率】 

決定係数は直線式が最も高いが、主世帯率は増減を繰り返しており、将来的には主世帯率は

鈍化するとして、対数式及び累乗式のうち決定係数の高い対数式を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【持ち家世帯の比率】 

決定係数の最も高い直線式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

【民間借家世帯の比率】 

決定係数の最も高い式は累乗式であり、全ての推計式で民間借家世帯の比率が増加するが、

大滝区で今後、民間借家が増加することは考えにくいため、2015（平成 27）年の民間借家世帯

率のまま現状維持で推移することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【給与住宅世帯の比率】 

決定係数の最も高い対数式による推計値を採用した。 

 

 

 

 

 

 

 

  

式 係数a 定数項b 2020 2025 2029 2030 2035 2040 2045
ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11
直線式 y=ax+b -0.016 0.930 0.8680 0.835 0.819 0.806 0.803 0.787 0.771 0.755
対数式 y=alogx+b -0.038 0.922 0.8564 0.854 0.849 0.844 0.844 0.839 0.835 0.832
累乗式 y=ax^b 0.922 -0.042 0.8533 0.855 0.849 0.845 0.845 0.840 0.837 0.833
指数式 y=a exp(bx) 0.929 -0.016 0.7730 0.844 0.830 0.820 0.817 0.804 0.791 0.778

推計式 推計値決定
係数

式 係数a 定数項b 2020 2025 2029 2030 2035 2040 2045
ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11
直線式 y=ax+b 0.011 0.445 0.6252 0.510 0.520 0.529 0.531 0.542 0.552 0.563
対数式 y=alogx+b 0.023 0.455 0.4852 0.497 0.501 0.503 0.504 0.507 0.509 0.511
累乗式 y=ax^b 0.455 0.049 0.4776 0.497 0.501 0.503 0.504 0.507 0.509 0.512
指数式 y=a exp(bx) 0.446 0.022 0.6157 0.510 0.521 0.531 0.533 0.545 0.557 0.570

推計値推計式 決定
係数

式 係数a 定数項b 2020 2025 2029 2030 2035 2040 2045
ｘ 6 7.000 7.8 8 9 10 11
直線式 y=ax+b 0.007 0.006 0.823 0.050 0.057 0.063 0.065 0.072 0.079 0.087
対数式 y=alogx+b 0.018 0.010 0.838 0.043 0.046 0.048 0.049 0.051 0.053 0.054
累乗式 y=ax^b 0.012 0.783 0.850 0.048 0.054 0.059 0.060 0.066 0.072 0.078
指数式 y=a exp(bx) 0.010 0.309 0.816 0.063 0.086 0.110 0.117 0.160 0.218 0.296
現状維持 0.038 0.038 0.038 0.038 0.038 0.038 0.038-

推計値決定
係数

推計式

式 係数a 定数項b 2020 2025 2029 2030 2035 2040 2045
ｘ 6 7 7.8 8 9 10 11
直線式 y=ax+b -0.008 0.091 0.3471 0.045 0.038 0.032 0.030 0.023 0.015 0.007
対数式 y=alogx+b -0.022 0.089 0.4658 0.050 0.046 0.044 0.044 0.041 0.039 0.037
累乗式 y=ax^b 0.090 -0.335 0.3726 0.049 0.047 0.044 0.045 0.043 0.042 0.040
指数式 y=a exp(bx) 0.093 -0.117 0.2838 0.046 0.041 0.037 0.036 0.032 0.029 0.025

決定
係数

推計値推計式
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４-３. 住宅施策の展開方向 

４-３-１. 少子高齢化社会に対応した安心住宅・住環境づくり 
①「高齢者や障がい者」が安心して暮らせる住宅・住環境の確保 

高齢者や障がい者が自宅で暮らし続けるための住宅の改修や、バリアフリー住宅の建設など

を支援する取組を推進する。 

また、高齢者・障がい者のための「住宅改造マニュアル part2」注３)などを活用し、バリアフ

リー住宅の建設、改修に向けた普及・啓発活動を推進するとともに、高齢者・障がい者住宅改

善支援地域ネットワーク事業注４)との連携など、行政と民間の連携によるバリアフリー住宅の

建設、改修等の相談窓口の設置について検討する。 

また、バリアフリー化や耐震化などのリフォームにあたっては、地域の住宅産業や商店街と

連携した時限的な「住宅リフォーム助成」の活用を図ることで、安心住宅の確保と地域経済へ

の貢献の両立を目指す。 

また、安心・安全な住環境を目指す上での取組として、「耐震改修促進計画」に基づく住宅の

耐震化の促進を図るとともに、「地域防災計画」と連携し、災害時の公営住宅等の役割の確認を

行うほか、地域の見守り活動などの高齢者支援活動を継続する。 

更には、健康づくりの推進のため、いつでも必要な保健医療サービスを受けられるよう、医

師の確保など安定的な医療体制の充実を図るほか、市民の健康意識の高揚や健康づくりを支え

る環境づくりにつながる取組を進める。 

 

②「子育て世帯」が安心して暮らせる住宅・住環境の確保 

子どもの健康な育ちを促し、育児の不安を解消し、安心して子育てができる環境づくりを推

進する。 

また、子育て世帯の定住促進を図るため、自己の居住を目的として住宅を新築する住宅用地

購入費用の一部の補助を時限的に行う。 

 

③住宅セーフティネットとしての住宅の供給 

ユニバーサルデザインによる公営住宅等の整備や改善、適正な管理戸数に向けた公営住宅等

の再編、財政状況を勘案した建て替え事業の推進など、民間賃貸住宅の活用を検討しながら、

住宅セーフティネットとしての公営住宅等の整備を図る。 

また、高齢者単身世帯、高齢者夫婦世帯など持ち家の維持管理の負担が大きい世帯が、ある

程度の支援を受けながら共同かつ自立した生活ができる多様な住宅（伊達版安心ハウス注５)、

サービス付き高齢者向け住宅注６)等）の普及促進に努める。 

 

注３）高齢者・障がい者のための「住宅改造マニュアル part2」：住宅改善のポイントと事例の提示、住宅改善

を支援する諸制度を紹介したマニュアル。北海道編集。 

注４）高齢者・障がい者住宅改善支援地域ネットワーク事業：各振興局(保健環境部社会福祉課)を窓口に、住

民のニーズと市町村の要請に応じて、専門家チームを派遣し、住宅改造を支援する仕組み。 

注５）伊達版安心ハウス：高齢者向けの建物整備基準を満たす賃貸集合住宅で、緊急時対応や食事提供などの

付加サービスを伴った安心・安全・快適な施設の総称。 

注６）サービス付き高齢者向け住宅：「高齢者住まい法」の基準により登録される、介護・医療と連携し、高齢

者の安心を支えるサービスを提供する、バリアフリー構造の住宅(建築費の補助や税制措置等の支援措置

がある)。 
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【伊達版安心ハウス①グランデージ北湘南】   【伊達版安心ハウス②ウェルシータワー伊達】 

 

４-３-２. まちなかの魅力づくりと連携した住まいの提供 
①利便性の高いまちなかでの住まいの提供 

商店や病院、公共公益施設など日常の生活を支える利便施設が充実したまちなかにおいて、

遊休地や公共用地等を活用した住宅供給を推進する。 

また、住宅の供給にあたっては、買取・借上公営住宅等によるまちなかへの公営住宅等の誘

導や、地域優良賃貸住宅注７)等の良質な民間賃貸住宅の供給促進に向けた情報提供を図る。 

 

②暮らしとつなぐまちなかの魅力づくり 

高齢者や子育て世代など誰もが利用しやすいまちなかとなるよう、道路などの歩行空間や店

舗、公共交通機関のバリアフリー化を進める。 

また、休憩スペース・ベンチ、店先の花植えなど憩いの空間の維持管理、気門別川などの水

辺を利用した散歩道や、公園・緑地の維持管理を継続し、まちなかの魅力づくりを図る。 

 

③公共交通の利便性向上 

市内公共交通の利用実態や市民ニーズなどを把握し、利用者や交通事業者等と連携を図りな

がら、伊達市にふさわしい移動手段の確保を目指す。 

また、高齢者を対象とした会員制乗合タクシーの充実など、ドアtoドアの移送サービスを基

本とした高齢者の生活の足の確保を図る。 

更に、公共交通を維持するためにも、交通事業者と連携した積極的な情報発信や啓発により、

公共交通の利用を促し、利用者数の確保を図る。 

 

注７）地域優良賃貸住宅：民間の土地所有者等により供給される良質な賃貸住宅で、知事又は政令指定都市及

び中核市の長により認定された賃貸住宅 
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４-３-３. 伊達の魅力を活かした新たな住まいの提供と移住・定住の推進 
①温暖な気候を活かした住宅、住宅地の提供 

住替えや高齢化の進展等による空き家を資源とし、有効活用を検討する。 

また、伊達市の魅力である自然環境と温暖な気候、都市の利便性などを求めて他都市から移

住してくる世帯に対して、市街地内の未利用地や公共用地、再編後の公営住宅等跡地を活用し

た民間による良好な住宅地の提供を進める。 

西胆振３市３町と連携した定住環境の整備としては、空き家や空きアパートなどをシーズン

ステイや二地域居住の住宅として活用する仕組みづくりについて、宅建協会など関連団体と連

携しながら検討するほか、既存の各市町にある移住体験施設の情報共有や連携を推進し、体験

者の滞在日数を増やす取組を検討する。 

 

②移住＆定住を支援する体制づくり 

行政と民間の連携による住宅・住宅地情報の一括的な提供を図るとともに、他都市から伊達

市に住居を求める世帯に対する移住支援制度を継続する。更に、西胆振圏域３市３町と連携し

た移住者の受入体制の整備を検討する。 

また、定住促進のための環境整備として、健康なまちづくりのために、若い世代が安心して

働き、結婚・出産・子育て・教育がしやすい環境整備に切れ目なく取り組むとともに、多彩な

雇用の創出のための施策を推進し、誰もが暮らしてみたい、暮らし続けたい、暮らし続けるこ

とのできるまちを目指した施策を重点的に進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       【定住促進住宅】               【公営住宅跡地の住宅地の状況】 
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表 ４－４ 伊達市の住宅施策の展開方向 

基本理念 基本目標 基本方針 主な施策 重点テーマ 

     

 

 

 

①「高齢者や障がい者」が安心して

暮らせる住宅・住環境の確保 

 バリアフリー住宅の建設、改修に向けた普及・啓発活動の推進、行政と民間の連携によ

るバリアフリー住宅の建設、改修等の相談窓口の設置検討 

 障がいや難病がある方への住宅改修費の助成 

 地域の見守り活動の実施 

 地域の住宅産業や商店街と連携した「住宅リフォーム助成」の活用 

 保健医療サービス体制の整備 

 市民による健康づくりの推進 

 地域防災計画との連携（被災者の応急的な受入、公営住宅等の津波避難ビル指定等） 

 住宅の耐震化の促進(木造住宅の無料耐震診断制度の普及、耐震改修の促進等) 

 

 

 

 

②「子育て世帯」が安心して暮らせる

住宅・住環境の確保 

 子育て世帯への住宅用地購入補助、住宅ローンの借入金利の優遇 

 

 

 

 

 
③住宅セーフティネットとしての住宅

の供給 

 公営住宅等の建替え等によるバリアフリー化された住宅及び住環境の整備、高齢者・障

がい者向け公営住宅等の提供 

 「新たな住宅セーフティネット制度」の普及 

 身体能力の変化等に対応した多様な住宅の提供推進（伊達版安心ハウス、サービス付き

高齢者住宅等） 

 

    

 

 

 

①利便性の高いまちなかでの住ま

いの提供 

 まちなかの遊休地、公共用地等の活用による住宅供給の推進 

 まちなかへの公営住宅等の誘導（借上公営住宅等）に向けた対応方策の検討 

 まちなかでの良質な民間賃貸住宅の供給促進に向けた情報提供（地域優良賃貸住宅等） 

 

 

 

 

②暮らしとつなぐまちなかの魅力づく

り 

 道路などの歩行空間、店舗などのバリアフリー化によるまちなかの環境整備の推進 

 休憩スペース、ベンチの設置、花植えなど来訪者が憩える空間の維持管理 

 気門別川などの水辺を利用した散歩道、公園・緑地などの魅力向上による、高齢者等の

外出促進・心身の健康増進 

 

 

 

 

③公共交通の利便性向上 

 交通事業者と連携したバス路線の維持・再編などによる公共交通の利便性向上 

 高齢者を対象とした会員制乗合タクシーの充実 

 

    

 

 

 
①温暖な気候を活かした住宅、住宅

地の提供 

 市街地内の未利用地、公共用地等を活用した住宅地の提供 

 空き家等実態調査・活用意向調査の実施 

 空き家等の改修や除却に必要な費用の一部を補助 

 空き家等をシーズンステイや二地域居住の住宅として活用する仕組みづくりの検討 

 西胆振各市町の移住体験施設の情報共有や連携の推進 

 

 

 

 

 

 
②移住＆定住を支援する体制づくり 

 行政と民間の連携による、住宅・住宅地情報の提供 

 移住希望者への情報提供（空き家情報の一元的な提供） 

 多様な人・世代の転入促進（ひとり親、若年者等の就労・自立支援、就労相談窓口にお

けるサポート） 

 近隣自治体と連携した定住環境の整備（医療・介護集積の確保、コミュニティ・クラブ

活動の環境整備、就労の場の確保、広域コンシェルジュサービス等） 

 市民の健康増進に寄与する「健康産業」の発展 

 

 

 

３．伊達の魅力を活か

した新たな住まい

の提供と移住・定

住の推進 

２．まちなかの魅力づ

くりと連携した住

まいの提供 

１．少子高齢化社会に

対応した安心住

宅・住環境づくり 

伊
達
の
魅
力(

温
暖
な
気
候
＆
適
度
な
都
市
規
模)

を
活
か
し
た
住
み
よ
い
居
住
環
境
の
形
成 

★子育て世帯が安心して暮ら

せる住宅・住環境の確保 
 

・子育て世帯が安心して働き、結

婚・出産・子育て・教育がしやす

い環境整備 

★「まちなか居住」の推進 
 

・老朽化が著しい公営住宅等の統廃

合、市街地内の未利用地、公共用

地を活用した良好な住宅地の提

供による「まちなか居住」の推進 

★「健康」をキーワードとした

住宅施策の推進 
 

・「温暖な気候」とそれを生かした

レクリエーション空間及び「安

全・安心な食」等のソフト事業を

組み合わせた、高齢者にも健康で

快適な居住環境の形成 

★空き家の利活用の推進 
 

・空き家の実態把握、有効活用や老

朽化した空き家の防犯・防災のた

めの施策検討 
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４-４.  重点テーマ 

４-４-１. 「健康」をキーワードとした住宅施策の推進 
健康でいきいきと暮らすことは全市民の願いである。高齢化の進行に伴い、健康寿命の延伸

につながる取組がますます重要になっている。また、母子保健では子育てに寄り添い子どもた

ちの健やかな育ちを支援する取組も重要となっている。 

伊達市では、総合病院である伊達赤十字病院の安定的な医療体制の整備が求められ、地域の

医療機関との連携強化も重要になっている。また、市民を対象とした各種健（検）診や健康に

関する情報発信など、市民自らの健康に対する意識を高めるための取組も重要である。 

これからは、市民の健康づくりを推進するための環境整備や、生涯にわたって心身ともに健

康でいるための食育の推進に向けた取組により、総合的な健康づくりを進めていく。 

４-４-２. 子育て世帯が安心して暮らせる住宅・住環境の確保 
少子化が進む中、子どもを安心して産み育てることができる環境づくりや、子どもの安心・

安全な居場所を確保していくことは、伊達市の大きな課題となっている。 

少子化や女性の社会進出の進展、さらには家族構成の変化や地域のつながりの希薄化に伴い、

子育てに関する不安や孤立感を抱える人が増えている。こうした子育て世帯の不安の軽減を図

るため、ニーズに応じた場を提供し、必要な子育て支援サービスが有効に活用されるよう、市

民周知に努める必要がある。 

４-４-３. 「まちなか居住」の推進 
日常生活を支える商店や病院、公共公益施設などの利便施設が充実している中心市街地（ま

ちなか）の利便性を最大限に享受できるように、老朽化が著しい公営住宅等の統廃合や、市街

地内の未利用地、公共用地を活用した良好な住宅地の提供を通して、積極的に「まちなか居住」

を推進する。 

まちなかの魅力づくりとしては、ＪＲ伊達紋別駅前から中心商業地区へ延びる幹線道路を地

域拠点軸とし、緑の確保や景観にも配慮した、誰もが交流できる街並み形成を図る。さらに、

総合的なバリアフリー化を念頭においた道路整備を進めるともに、快適で安全な歩行者や自転

車の空間づくりなど、自転車歩行者道の確保を図る。 

４-４-４. 空き家の利活用の推進（実態調査、適正管理、除却・活用） 
高齢化や核家族化の進行などにより、全国的な課題となっている空き家対策を進めるため、

良好な地域環境づくりの観点から、所有者だけでなく地域住民や事業者等と連携し、空き家の

実態を把握したうえで、老朽化した空き家の防犯・防災のための施策（適正管理の推進）や有

効活用方策について検討する。 

 

 

  


